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１. 16年 9月中間期の連結業績（平成 16年 4月 1日 ～ 平成 16年 9月 30日）
(1)連結経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 9月中間期 121,832 △ 1.8 8,672 △ 16.3 12,291 △ 18.2
15年 9月中間期 124,085 △ 0.3 10,359 △ 17.5 15,035 △ 11.7
16年 3月期 238,847 16,394 23,144

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

16年 9月中間期 7,618 △ 30.3 43.67            -
15年 9月中間期 10,927 17.0 62.37            -
16年 3月期 15,083 85.27            -
(注)①持分法投資損益 16年9月中間期    　1,691 百万円　　15年9月中間期　   　1,912 百万円  　16年3月期　   　2,710 百万円

　　 ②期中平均株式数（連結） 16年9月中間期　  174,438,377 株　　15年9月中間期　　175,211,976 株　　16年3月期　　174,833,254 株

     ③会計処理の方法の変更 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)連結財政状態

百万円 百万円 ％ 円　　銭

16年 9月中間期 285,943 188,453 65.9 1,080.26
15年 9月中間期 288,706 183,502 63.6 1,052.12
16年 3月期 286,388 182,766 63.8 1,047.78
（注）期末発行済株式数（連結） 16年9月中間期　  174,452,123 株　　15年9月中間期　　　174,411,564 株　　16年3月期　　174,432,063 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円

16年 9月中間期 5,712 △ 17,833 △ 3,502 59,522
15年 9月中間期 10,324 △ 7,039 △ 4,577 77,248
16年 3月期 18,098 △ 9,662 △ 8,375 75,648

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
　　連結子会社数  63  社　　持分法適用非連結子会社数  0  社　　持分法適用関連会社数  3  社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
　　連結（新規）  1  社　　（除外）  0  社　　持分法（新規）  0  社　　（除外）  0  社

２. 17年 3月期の連結業績予想（ 平成 16年 4月 1日  ～  平成 17年 3月 31日 ）
　

百万円 百万円 百万円

通 期 248,000 24,500 13,500
（参考）1株当たり予想当期純利益（通期） 　77 円 39 銭

　　※　上記の予想は種々の前提に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。

　　　　なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料13ページをご参照ください。
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当社の企業集団は、当社、子会社71社、関連会社14社およびその他の関係会社1社で構成されています。
主な事業内容と、当該事業に係わる位置づけは次のとおりです。

［［［［飲料飲料飲料飲料およびおよびおよびおよび食品製造販売事業食品製造販売事業食品製造販売事業食品製造販売事業］］］］

① 乳 製 品 ：   当社が製造し､全国に所在する136社のヤクルト販売会社（うち、連結子会社は
千葉中央ヤクルト販売㈱他21社、関連会社は武蔵野ヤクルト販売㈱他10社（持分
法非適用）以下同じ)へ販売しています。
  なお、製造にあたっては、製造工程の一部を㈱岩手ヤクルト工場他８社（連結
子会社）に委託し、㈱ヤクルトマテリアル他１社（連結子会社）からは製造原材
料の供給を受けています。
  また、連結子会社である札幌ヤクルト興産㈱他１社から工場の土地・建物を借
り受けています。

② ｼﾞｭｰｽ・清涼飲料 ：   当社が商品を仕入れ､全国に所在する136社のヤクルト販売会社へ販売していま
す。

③ そ の 他 の 食 品 ：   主なものは､麺類およびクロレラであり､連結子会社であるヤクルト食品工業㈱
および日本クロレラ㈱が製造し､当社を経由して全国に所在する136社のヤクルト
販売会社へ販売しています。

④ 輸 送 事 業 ：   連結子会社である中央ヤクルト物流㈱他２社が、製商品の輸送事業を行ってい
ます。

⑤ 海 外 で の 事 業 ：   海外においては、メキシコヤクルト㈱他16社（連結子会社）のほか、非連結子
会社２社および関連会社３社が乳製品の製造販売等を行っています。

⑥ 販 売 用 資 材 等 ：   販売用資材等は、連結子会社であるヤクルト商事㈱が仕入れ、当社を経由して
ヤクルト販売会社等へ販売しています。

［［［［医薬品製造販売事業医薬品製造販売事業医薬品製造販売事業医薬品製造販売事業］］］］

医 薬 品 ：   当社が製造し、国内においては「医薬品卸し」をとおして「病院｣｢薬局」へ、
国外においては提携先の製薬会社へ販売しています。

［［［［そのそのそのその他事業他事業他事業他事業］］］］

① 化 粧 品 ：   当社が製造し、全国に所在する136社のヤクルト販売会社へ販売しています。

② プ ロ 野 球 興 行 ：   連結子会社である㈱ヤクルト球団が行っています。

－－－－２２２２－－－－

１１１１．．．．企業集団企業集団企業集団企業集団のののの状況状況状況状況



事業の系統図は、次のとおりです。

※
※
※

※持分法適用会社

（注）当社は、平成16年３月、グループダノン（その他の関係会社）と戦略提携を行うための契約を締結しています。

当 社

㈱ 麺 物 語 本 舗
㈱岩手ヤクルト工場

飲　料　お　よ　び　食　品　製　造　販　売　事　業

( 連 結 子 会 社 ) (連結子会社) (連結子会社)

食
品

委
託
加
工

製
造
資
材

韓 国 ヤ ク ル ト ㈱

台 湾 ヤ ク ル ト ㈱

( 非 連 結 子 会 社 )

名古屋ヤクルト販売㈱

東日本ヤクルト物流㈱
中 央 ヤ ク ル ト 物 流 ㈱

イ ギ リ ス ヤ ク ル ト 販 売 ㈱

オ ラ ン ダ ヤ ク ル ト 販 売 ㈱
ベ ル ギ ー ヤ ク ル ト 販 売 ㈱

ド イ ツ ヤ ク ル ト 販 売 ㈱

( 関 連 会 社 )

ス ペ イ ン ヤ ク ル ト ㈱

千葉中央ヤクルト販売㈱
和歌山ヤクルト販売㈱
阪 神 ヤ ク ル ト 販 売 ㈱
石 川 ヤ ク ル ト 販 売 ㈱

相 武 ヤ ク ル ト 販 売 ㈱

東 都 ヤ ク ル ト 販 売 ㈱

防 府 ヤ ク ル ト 販 売 ㈱
安 芸 ヤ ク ル ト 販 売 ㈱

得 意 先

小 樽 ヤ ク ル ト 販 売 ㈱
大 阪 ヤ ク ル ト 販 売 ㈱

海 外 事 業 部 門

( 連 結 子 会 社 ) ( 連 結 子 会 社 )

三 重 ヤ ク ル ト 販 売 ㈱
宮城中央ヤクルト販売㈱

販 売 部 門

ブ ラ ジ ル ヤ ク ル ト 商 工 ㈱

医薬品製造
販 売 事 業

(連結子会社)

ヤクルト薬品工業㈱
㈱ヤクルトマテリアル ヤクルト商事㈱

札幌ヤクルト興産㈱
福山ヤクルト興産㈱

( 連 結 子 会 社 )

㈱岡山ヤクルト工場
㈱福岡ヤクルト工場

㈱大阪ヤクルト工場

㈱長崎ヤクルト工場

㈱千葉ヤクルト工場
㈱愛知ヤクルト工場

㈱神戸ヤクルト工場
㈱北陸ヤクルト工場

㈲広島保険ｻｰﾋﾞｽｾﾝﾀｰ

ｼﾞｬﾎﾟﾝﾊﾞﾝﾃﾞﾗﾝﾃｽ㈱

( 連 結 子 会 社 )

㈱ ホ テ ル サ ン 沖 縄

㈱ﾔｸﾙﾄ･ﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ･ｻｰﾋﾞｽ
バウンディジャパン㈱

㈱ エ ー ア ン ド ジ ー

㈱ ﾔ ｸ ﾙ ﾄ ﾗ ｲ ﾌ ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ

そ の 他(非連結子会社)

販
売
資
材 プロ野球興行

日本クロレラ㈱

(連結子会社)

ヤクルト食品工業㈱ ㈱ヤクルト球団

サ ー ビ ス 部 門

その他事業

西日本ヤクルト物流㈱

ヨ ー ロ ッ パ ヤ ク ル ト ㈱

( 連 結 子 会 社 )

輸 送 部 門

武蔵野ヤクルト販売㈱他10社

製

商

品西三河ヤクルト販売㈱

多 摩 ヤ ク ル ト 販 売 ㈱

世 田 谷 興 産 ㈱

アルゼンチンヤクルト販売㈱

広 州 ヤ ク ル ト ㈱

イ ン ド ネ シ ア ヤ ク ル ト ㈱
上 海 ヤ ク ル ト ㈱

泉 州 ヤ ク ル ト 販 売 ㈱

中央東京ヤクルト販売㈱

シ ン ガ ポ ー ル ヤ ク ル ト ㈱

グアダラハラヤクルト販売㈱
香 港 ヤ ク ル ト ㈱

メ キ シ コ ヤ ク ル ト ㈱
ベ ル メ ッ ク ス ㈱

( 関 連 会 社 )

香川東部ヤクルト販売㈱

㈱ﾔｸﾙﾄﾋﾞﾊﾞﾚｯｼﾞｻｰﾋﾞｽ名古屋

沖 縄 ヤ ク ル ト ㈱岐 阜 ヤ ク ル ト 販 売 ㈱
新 潟 ヤ ク ル ト 販 売 ㈱

－－－－３３３３－－－－

フ ィ リ ピ ン ヤ ク ル ト ㈱

製
商
品

製
商
品

生
産
設
備
等
賃
貸

製

商

品

ﾔ ｸ ﾙ ﾄ ｲ ﾝ ﾀ ｰ ﾅ ｼ ｮ ﾅ ﾙ (U.S.A.) ㈱

マ レ ー シ ア ヤ ク ル ト ㈱
オ ー ス ト ラ リ ア ヤ ク ル ト ㈱

西名古屋ヤクルト販売㈱



((((1111) ) ) ) 経営経営経営経営のののの基本方針基本方針基本方針基本方針

　当社は、「私たちは、生命科学の追究を基盤として、世界の人々の健康で楽しい生活づくりに貢献

します」という企業理念に基づき、人々が健康とゆとりと生きがいを実感できる生活づくりに貢献し､

地域社会とともに発展する企業を目指しています。

　また、株主の皆さまやお客さまをはじめ、ひろく社会から信頼され、魅力のある企業となるよう、

本業を基本とした着実な事業展開に徹するとともに、透明性の高いガラス張りの経営をおし進めてい

きます。

((((2222) ) ) ) 利益配分利益配分利益配分利益配分にににに関関関関するするするする基本方針基本方針基本方針基本方針

　当社は、利益配分を重要な経営方針のひとつとして位置づけ、株主の皆さまへ安定的な配当を継続

することを基本方針とし、平成２年以降、１株あたり15円の配当を続けてきました。

　今後は株主の皆さまへ、より積極的な利益還元を行うため、「安定した配当を継続することを堅持

しつつ、毎期の業績に応じた配当政策」へと転換していきます。具体的には「普通配当」として１株

あたり15円の配当を継続していきます。

　そのうえで、増配できるよう業績向上に努力し、業績が順調に推移した場合には、単体業績に応じ

た「利益配当」も行っていきたいと考えています。

　また、来年はヤクルトグループにとって創業70周年という節目の年にあたることから、それを記念

した利益還元についても前向きに検討しています。

　一方、内部留保金につきましては、研究開発投資や生産設備の更新に充当し、競争力の向上と企業

体質の強化に努めていきます。

　なお、平成16年６月25日開催の第52回定時株主総会において、取締役会決議に基づく自己株式の取

得を可能とするための定款変更を決議しましたが、当中間連結会計期間においては、株価が高水準か

つ安定的に推移したこともあり、実際の決議やそれに基づく買い付けは実施していません。

((((3333) ) ) ) 投資単位投資単位投資単位投資単位のののの引引引引きききき下下下下げにげにげにげに関関関関するするするする考考考考ええええ方等方等方等方等

　当社は、投資単位の引き下げが、株式市場への個人投資家の参加を促し、市場を活性化させるとと

もに、株式の流動性を高める有効な施策であると考えています。

　当社は、当社株式の投資単位が、ここ数年高水準で推移している現況については十分に認識してお

り、株主政策の全般的な見直しの一環という位置づけで、投資単位の引き下げについても検討してい

ます。

　今後については、株主構成、株式の流動性および株価に対する影響度合い等について様々な角度か

ら検討し、関係機関とも協議を重ねながら、本年度中に結論を出すべく前向きに検討中です。

((((4444) ) ) ) 中長期的中長期的中長期的中長期的なななな経営戦略経営戦略経営戦略経営戦略

① 国内事業基盤の強化・充実

　厳しい市場環境のなかにあって、ヤクルトグループのさらなる発展を目指すため、国内市場にお

いては、選択と集中による事業構造改革を推進します。特に「コア事業」である食品事業について

は、宅配組織の再構築を図るとともに、店頭市場への取り組みを強化し、収益基盤の確立を図って

いきます。

２２２２．．．．経経経経　　　　営営営営　　　　方方方方　　　　針針針針

－－－－４４４４－－－－



　当社の創業と発展の基盤は「人々の健康増進に役立つ人の腸内に棲む有用微生物」即ちプロバイ

オティクスの研究と、その研究成果を生かした機能性豊かな商品にあります。当社はプロバイオテ

ィクス分野のリーディングカンパニーとして、研究の一層の充実を図るとともに、独自性、機能性

および優位性に富んだ新商品の開発とそのスピードアップに積極的に取り組んでいきます。

② 国際化の積極的推進

　世界の人々の健康づくりに貢献するという企業理念の実践と事業の発展を目指し、当社は世界の

25の国と地域に進出しています。今後も更なる成長、発展を継続させるため、国際化をより積極的

に推進していきます。そのため、経営資源を国際事業に重点的に配分し、既進出国における経営の

充実拡大を図るとともに、新規海外市場への進出スピードをさらに速め、より多くの人々にプロバ

イオティクス健康法を広めることにより、グローバルな企業としての位置づけを確立していきます。

③ 医薬品事業の強化・拡大

　がん化学療法剤「カンプト注」については、引き続き国内販売の早期拡大を目指します。本年２

月には、がん化学療法剤「オキサリプラチン」（予定商品名「エルプラット」）の輸入承認申請

（適応症：大腸がん）を行いました。このほか、「カンプト注」の膵臓がんへの効能追加に向けた

準備も進行しています。

　また、ライセンス契約先の合併等により一時停滞した海外向け売り上げの早期回復と新薬の開発

力強化に今後も注力していきます。

④ グループ組織効率の向上

　製造原価や販売管理費の見直しにより、市場変化への対応力を強化するとともに、新人事制度の

導入により、組織生産性の向上を図るなど、本社機能の改善を図っていきます。

　また、グループ組織をさらに強固なものとするため、販売会社を含めた情報インフラを整備する

など、組織の効率向上を目指します。

⑤コーポレートブランド価値の強化による企業価値の向上

　当社はコーポレートブランド価値を、株主価値、顧客価値および従事者価値を総合化した企業価

値であると認識しています。そのコーポレートブランド価値の向上を意識した企業活動を積極的に

展開することにより、各ステークホルダーからの信頼を確保し、さらなる企業価値の向上を目指し

ます。

⑥株主政策の転換

　当社は、これまで進めてきた株主政策が転換期を迎えているという認識のもと、今後、当社株式

が投資家にとって魅力のある投資対象となるような施策を積極的に展開していきます。特に「商品

やサービスをとおして当社のファンとなり、長期に株式を保有していただける個人株主づくり」を

第一に掲げていきます。そして、そのための環境整備として「配当政策の転換」「投資単位の引き

下げ」「株主優待制度の充実」という３つの実施策を鋭意検討しており、今後正式決定した施策か

ら順次発表・実施の予定です。

－－－－５５５５－－－－



ｱ 配当政策の転換

　｢(2)利益配分に関する基本方針」で記載のとおり、従来の年間15円の普通配当の継続を基本と

したうえで、業績に応じた配当を付加することで、業績向上時には、より一層の利益還元を実施

していくことを検討しています。

ｲ 投資単位の引き下げ

　｢(3)投資単位の引き下げに関する考え方等」で記載のとおり、個人株主を積極的に増やしてい

くため、実施の方向で本年度中に結論を出すよう、前向きに検討しています。

ｳ 株主優待制度の充実

　株主優待制度は、個人株主づくりを後押しする重要な要素であると考えています。従来の優待

内容について、株主の皆さまからいただいたご意見等を反映したうえで内容を一部変更し、本日

その内容を発表しました。特に商品優待については、従来の「すべての株主に同一の商品を提供

する」という形式から、「複数の商品から、各株主にお好みの商品を選択していただく」という

方式に変更いたします。今後も、少しでも株主の皆さまのご要望を反映させることで、当社の株

主であることの魅力を高めていきたいと考えています。

((((5555) ) ) ) コーポレートガバナンスコーポレートガバナンスコーポレートガバナンスコーポレートガバナンスにににに関関関関するするするする基本的基本的基本的基本的なななな考考考考ええええ方方方方およびそのおよびそのおよびそのおよびその施策施策施策施策のののの実施状況実施状況実施状況実施状況

① コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方

　「世界の人々の健康で楽しい生活づくりに貢献する」という企業理念の実践にあたって、経営上

の最も重要な課題は、経営組織や意思決定の適正化をはじめ、「内部統制機能の充実」を重視した

透明性の高いガラス張りの経営を実施していくことにあると考えています。

　当社では、各種法令を遵守した経営を志向し、企業倫理の醸成や法令等の理解促進を図ることを

目的とした社内研修を継続的に実施するとともに、社内規程等についても適宜見直しを行っていま

す。

　また、あわせて、決裁報告制度の徹底、法務面の支援や業務監査の強化等を通じて社内業務のチ

ェックを徹底しています。

② 経営上の意思決定、執行および監督に係る経営管理組織その他のコーポレートガバナンス体制の

状況

　現在、社外取締役５名を含む計26名の取締役（平成16年６月開催の定時株主総会において２名増

員）、社外監査役５名を含む計６名の監査役（平成16年６月開催の定時株主総会において１名増員）

の体制をとっています。役員の人数については、当社の事業規模と経営の効率化を鑑みて決定して

います。

　取締役会は、原則として年７回開催し、必要に応じて臨時取締役会を開催しています。

　取締役会では法令および当社決裁規程で定める事項について審議を行うとともに、業務執行状況

を監督しています。

　また、経営活動を有効に推進するための会議体（「常務会」「経営政策審議会」）を設置してお

り、これらの会議体を原則として毎週開催することで、意思決定の迅速化を図っています。

－－－－６６６６－－－－



　なお、取締役の増員は、筆頭株主であるグループダノン（フランス）から社外取締役２名を新た

に選任したことによるものです。企業活動のグローバル化がますます進展する中で、世界的企業で

あるグループダノンから派遣された２名の社外取締役は、今後の海外事業をより発展させていくた

めの重要な役割を担っています。

　一方、監査役は取締役会をはじめとする重要な会議への出席や決裁書類などの閲覧を通じ、取締

役の業務執行状況について監査しています。

　なお、監査役の増員は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」の改正に対応す

るため、社外監査役を増やしたことによるものです。

　当社は、当面は従来の監査役設置型の体制で内部統制機能の充実を図るとともに、意思決定の迅

速化と監査機能の強化に取り組んでいきます。一方で、委員会等設置会社や重要財産委員会、執行

役員制度などの新しい経営形態や意思決定機関についても、その機能性や実効性を充分に検証する

など、今後も重要な経営課題として引き続き検討していきます。

　当社は法令の規定に基づき、監査法人トーマツにより監査を受けています。当社と監査法人トー

マツの間では、商法監査と証券取引法監査について、監査契約書を締結し、それにもとづき報酬を

支払っています。

　なお、会計監査人である監査法人およびその業務執行社員と当社の間には、特別の利害関係はあ

りません。また、顧問弁護士から必要に応じて法律関係のアドバイスを受けています。

③ 会社と会社の社外取締役および社外監査役の人的関係、資本的関係または取引関係その他の利害関

係の概要

　社外取締役５名中３名および社外監査役５名中３名は当社の主たる取引先であるヤクルト販売会

社の取締役を兼任しています。

　当社の運営にあたっては、今後もヤクルト販売会社の理解と協力が必要であり、したがってこれ

らヤクルト販売会社から優秀な人材を登用し、取締役として当社の経営を担っていただくことや、

監査役として、取締役の業務執行の適法性監査を基本とした監査業務を担っていただくことが、ヤ

クルトグループ全体の発展に大きく寄与するものと考えています。

　なお、当社とヤクルト販売会社との取引については、すべて同一内容の契約にもとづいて行われ

ており、当社の監査役等が取締役を兼任している販売会社であるという理由で、他の販売会社より

有利な取引となることは一切ありません。

④ コーポレートガバナンスの充実に向けた取り組みの最近１年間における実施状況

　社外の有識者（弁護士２名、公認会計士１名）をメンバーとする「コンプライアンス委員会」を

平成12年５月から、定期的に開催しています。本年度も既に２回開催し、「内部監査体制」「お客

さま相談への対応」といった具体的なテーマに基づいて、当社のコンプライアンスにかかわる取り

組み事項や経営全般について、適宜アドバイスをいただいています。

　また、コンプライアンスの一層の強化を図るため、役員や社員を対象とした「役員法務研修会」

や「企業倫理・コンプライアンス」に関する研修を継続して実施するとともに、各部署に「コンプ

ライアンス担当者」「企業倫理担当者」を設置し、企業倫理の醸成と法令遵守の考え方の徹底を図

りました。さらに社外委員２名を含む「企業倫理委員会」を設置し、当社の企業倫理活動の実施状

況についてチェックを行っています。

－－－－７７７７－－－－



((((6666) ) ) ) 会社会社会社会社のののの対処対処対処対処すべきすべきすべきすべき課題課題課題課題

　今後の経済の見通しとしては、緩やかな景気回復がしばらく続くことが期待されますが、一方では

輸出や生産の増勢鈍化や原油価格の動向などの懸念材料もあり、先行き予断を許さない状況で推移す

るものと予想されます。

　一方、人々の健康増進に役立つプロバイオティクス分野の事業の重要性は、ますます高まることが

期待されます。

　当社は、この分野のリーディングカンパニーとして、引き続き当社商品の優位性・安全性を訴求す

るとともに、多様化したお客さまのニーズにお応えする機能性豊かな新商品の研究開発に取り組んで

いく所存です｡

　そして、ひとりでも多くのお客さまに質の高い商品とサービスをお届けできるよう、ヤクルトグル

ープ独自の宅配事業の拡大強化を図りながら、店頭流通への対応強化、化粧品・医薬品事業の拡大と

ともに、積極的な国際展開を推進していきます。

　加えて、引き続きコンプライアンス経営を推進するとともに、経営の効率化に努め、健全な財務体

質の形成と業績の向上に鋭意努力していきます。

－－－－８８８８－－－－



((((1111) ) ) ) 当中間連結会計期間当中間連結会計期間当中間連結会計期間当中間連結会計期間のののの概況概況概況概況

①①①① 業 績 全 般業 績 全 般業 績 全 般業 績 全 般

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益の回復による設備投資の増加に加え、

雇用情勢の改善による個人消費の回復もあり、景気は全体的には堅調に推移しました。

このような状況のなかで、当社グループは、21世紀の健康のキーワードであり、かつ、事業

の根幹であるプロバイオティクス（人の健康に有益な働きをする生きた微生物）の啓発・普及

活動を展開し、商品の優位性を訴求するとともに、販売組織の拡充、新商品の研究開発や生産

設備の整備に取り組み、業績の向上に努めました。

しかしながら、医薬品部門が前年同期の実績を大きく下回ったことが影響し、当中間連結会

計期間の連結売上高は121,832百万円(前年同期比1.8％減)にとどまりました。また、利益面に

おいても、経常利益は12,291百万円(前年同期比18.2％減)、中間純利益は7,618百万円 （前年

同期比30.3％減）にとどまりました。

②②②② セグメントセグメントセグメントセグメント別別別別のののの状況状況状況状況

＜＜＜＜事業事業事業事業のののの種類別種類別種類別種類別セグメントセグメントセグメントセグメント＞＞＞＞

・・・・飲料飲料飲料飲料およびおよびおよびおよび食品製造販売事業部門食品製造販売事業部門食品製造販売事業部門食品製造販売事業部門

乳製品については、ヤクルトの乳酸菌がプロバイオティクスの代表であることをお客さ

まに訴求する「プロバイオティクス全社統一活動」を、前期に引き続き実施し、ヤクルト

グループの創業の精神である｢予防医学｣｢健腸長寿｣の考え方をお客さまにお伝えするなど

販売組織の拡充および営業活動の強化に努めました。

商品別では、主力商品である乳製品乳酸菌飲料｢ヤクルト400｣が前年同期を大きく上回

る実績を示し、引き続き好調に推移しました。また、ライトタイプの乳製品乳酸菌飲料

「ヤクルトＬＴ」と、本年４月に機能性と品質の高さを訴求するため、パッケージデザイ

ンを一新した、のむヨーグルト「ジョア」が順調に売り上げを伸ばしました。

しかしながら、主力商品である乳製品乳酸菌飲料｢ヤクルト｣をはじめとしたその他の乳

製品は厳しい営業展開を余儀なくされ、乳製品全体としては前年同期を下回る実績となり

ました。

なお、国内で販売している乳製品は、いずれも厚生労働省から保健機能食品（特定保健

用食品）の表示許可を取得しています。

海外においては、昭和39年３月の台湾ヤクルト株式会社の営業開始をかわきりに、ヤク

ルトグループとして、現在18の事業所を中心に、テスト販売を含め25の国と地域で主とし

て乳製品乳酸菌飲料｢ヤクルト｣の製造、販売を行っています。

販売実績は、平成16年９月度の一日当たり平均販売本数で約1,603万本となっています。

なお、本年６月にニュージーランド、９月にアイルランドにおいて販売を開始しました。

また、中国においては、広州ヤクルト株式会社から商品供給をしている上海地区の需要

の増加に対応し、上海以北での販売エリア拡大を図るため８月に上海ヤクルト株式会社を

設立しました。

３３３３．．．．経 営 成 績 経 営 成 績 経 営 成 績 経 営 成 績 お よ び お よ び お よ び お よ び 財 政 状 態財 政 状 態財 政 状 態財 政 状 態
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一方、ジュース・清涼飲料については、保健機能食品（特定保健用食品）を柱として、

機能性のある商品を中心とした販売促進活動を強化するとともに、販売会社の直販ルート

の強化、自動販売機の設置促進および台当たり売り上げのアップを図るための営業活動を

展開しました。

商品別では、主力商品である「タフマン」「タフマンＶ」をはじめとして、本年３月に

全国発売した「黒酢ドリンク」や、近年になって市場が大きく拡大している豆乳飲料「ラ

ックミー」など、機能性のある商品がお客さまの支持をいただいて大きく売り上げを伸ば

しました。

また、キリンビバレッジ株式会社との自動販売機における製品相互販売の効果に加え、

猛暑が消費を刺激したことも追い風となり、ジュース・清涼飲料全体としては、前年同期

を上回る実績で推移しました。

　この結果、当部門の売上高は107,642百万円（前年同期比 1.1％増）となりました。

・・・・医薬品製造販売事業部門医薬品製造販売事業部門医薬品製造販売事業部門医薬品製造販売事業部門

医薬品については、特に、がん化学療法剤「カンプト注」の販売拡大を重点に力を注い

できました。「カンプト注」は、米国やＥＵにおいて大腸がんの「ファーストライン（第

一次化学療法）」使用の承認を取得し、ライセンス契約先のファイザー社（昨年４月にフ

ァルマシア社を統合）やアベンティス　ファーマ社によって全世界で販売されています。

また、米国、ＥＵでは、肺がん・胃がん等への適応拡大のための臨床試験が進行していま

す。

なお、サノフィ・サンテラボ社によるアベンティス　ファーマ社の買収によって、本年

10月から欧州向けの「カンプト注」については、ファイザー社に販売権が譲渡されること

になりました。

一方、国内においても「カンプト注」に重点をおいた販売活動を展開するとともに、医

療用医薬品の更年期障害治療剤「フェミエスト」、医療用具の動脈塞栓材「スフェレック

ス」をはじめ、副腎がん化学療法剤・副腎皮質ホルモン合成阻害剤「オペプリム」などの

販売にも力を注いできました。

さらに、本年９月には抗がん剤の投与に伴う悪心・嘔吐に対する制吐剤「シンセロン錠」

の販売を開始するなど、がん領域への特化および販路拡大に努めた結果、国内の売り上げ

については前年同期を上回る実績となりました。

また、「カンプト注」の膵臓がんへの効能追加や「オキサリプラチン」(予定商品名｢エ

ルプラット｣)の大腸がんへの承認申請を行いました。

しかしながら、海外向けの売り上げが停滞したことが影響し、医薬品全体としては前年

同期を下回る実績となりました。

この結果、当部門の売上高は5,806百万円（前年同期比37.8％減）にとどまりました。

・・・・そのそのそのその他事業部門他事業部門他事業部門他事業部門

その他事業部門には、化粧品およびプロ野球興行があります。

化粧品については、ヤクルト化粧品の特長である乳酸菌から生まれた保湿成分の天然

＜ＳＥ液＞や、大豆（豆乳）をビフィズス菌ではっ酵させた老化防止有効成分の大豆ビフ

ィズス菌はっ酵液＜ＢＥ液＞の機能性をお客さまに強く訴求するとともに、エステを活用

したお客さまサービスの充実に積極的に取り組みました。

－－－－１０１０１０１０－－－－



商品別では、基礎化粧品の「リベシィ」シリーズをリニューアルするとともに、トライ

アル商品として「リベシィ うるおい おためしセット」を発売するなど、「リベシィ」シ

リーズを中心とした販売活動を展開しました。

また、仕上化粧品｢グランティア｣シリーズに追加商品を発売したほか「ポッシュママ」

シリーズにも「さらさらサンスクリーン スーパー」「薬用ハンドソープ」を追加発売す

るなど、各シリーズ全体の売り上げ増大に努めました。

しかしながら、基礎および仕上以外では、ほとんどの商品群の売り上げが減少となるな

ど、化粧品全体としては厳しい営業展開を余儀なくされました。

この結果、当部門の売上高は8,382百万円（前年同期比1.3％増）となりました。

＜＜＜＜所在地別所在地別所在地別所在地別セグメントセグメントセグメントセグメント＞＞＞＞

・・・・日日日日　　　　　　　　本本本本

日本においては、主力商品である乳製品乳酸菌飲料｢ヤクルト400｣が前年同期を大きく

上回る実績を示し、引き続き好調に推移しました。また、ライトタイプの乳製品乳酸菌飲

料「ヤクルトＬＴ」と、本年４月に機能性と品質の高さを訴求するため、パッケージデザ

インを一新した、のむヨーグルト「ジョア」が順調に売り上げを伸ばしました。

しかしながら、主力商品である乳製品乳酸菌飲料｢ヤクルト｣をはじめとしたその他の乳

製品は厳しい営業展開を余儀なくされ、乳製品全体としては前年同期を下回る実績となり

ました。

一方、ジュース・清涼飲料については、主力商品である「タフマン」「タフマンＶ」を

はじめとして、本年３月に全国発売した「黒酢ドリンク」や、近年になって市場が大きく

拡大している豆乳飲料「ラックミー」など、機能性のある商品がお客さまの支持をいただ

いて大きく売り上げを伸ばしました。さらに、キリンビバレッジ株式会社との自動販売機

における製品相互販売の効果に加え、猛暑が消費を刺激したことも追い風となり、ジュー

ス・清涼飲料全体としては、前年同期を上回る実績で推移しました。

また、医薬品については、国内において｢カンプト注｣に重点をおいた販売活動を展開す

るとともに、医療用医薬品の更年期障害治療剤「フェミエスト」、医療用具の動脈塞栓材

｢スフェレックス｣をはじめ、副腎がん化学療法剤・副腎皮質ホルモン合成阻害剤「オペプ

リム」などの販売にも力を注いできました。

さらに、本年９月には抗がん剤の投与に伴う悪心・嘔吐に対する制吐剤｢シンセロン錠」

の販売を開始するなど、がん領域への特化および販路拡大に努めた結果、国内の売り上げ

については前年同期を上回る実績となりました。

しかしながら、海外向けの売り上げが停滞したことが影響し、医薬品全体としては前年

同期を下回る実績となりました。

　この結果、日本国内における売上高は101,422百万円（前年同期比0.5％減）にとどまり

ました。

－－－－１１１１１１１１－－－－



・・・・米 州 地 域米 州 地 域米 州 地 域米 州 地 域

米州地域においては、メキシコ、ブラジル、アルゼンチンで、乳製品乳酸菌飲料「ヤク

ルト」等を製造、販売しています。

このうち、メキシコでは順調に売り上げを伸ばしているものの、円建てでは大幅な為替

変動（対円現地通貨安）があり、売り上げは減少となりました。

また、ブラジルでは積極的な営業活動を展開しましたが、国内経済の低迷や他社との競

合等の影響もあり、売り上げは減少となりました。

この結果、米州地域の売上高は10,688百万円（前年同期比18.3％減）にとどまりました。

・・・・アジアアジアアジアアジア・・・・オセアニアオセアニアオセアニアオセアニア地域地域地域地域

アジア・オセアニア地域においては、香港、広州、インドネシア、シンガポール、マレー

シア、オーストラリアで乳製品乳酸菌飲料「ヤクルト」等を製造、販売しています。

インドネシアにおいては、経済や治安も安定してきたことから、消費も活発化してきて

おり、順調に販売本数が伸びています。

また、中国においても、２００２年６月の販売開始以来、順調に売り上げを伸ばしてお

り、広州ヤクルト株式会社から商品供給をしている上海地区の需要の増加に対応し、上海

以北での販売エリア拡大を図るため８月に上海ヤクルト株式会社を設立しました。

なお、本年６月にオーストラリアヤクルト株式会社の支店をニュージーランドに設置し、

オーストラリアから「ヤクルト」を輸入して販売を開始しました。

この結果､アジア･オセアニア地域の売上高は 4,716百万円（前年同期比12.7％増）とな

りました。

・・・・ヨーロッパヨーロッパヨーロッパヨーロッパ地域地域地域地域

ヨーロッパ地域においては、乳製品乳酸菌飲料「ヤクルト」等をオランダで製造し、同

国を含め、イギリス、ドイツ、ベルギーで販売しています。

当該地域全体での販売本数は、営業開始以来好調に推移していますが、競合他社の攻勢

もあり、競争が激化しています。

そのなかにあって積極的に営業活動を展開し、２００２年に発売した「ヤクルトＬＴ」

は大きく販売本数を伸ばしました。

なお、本年９月にイギリスヤクルト販売株式会社の支店をアイルランドに設置し、イギ

リスから「ヤクルト」を輸入して販売を開始しました。

　この結果、ヨーロッパ地域の売上高は 5,004百万円（前年同期比 3.2％増）となりまし

た。

 なお、事業の種類別売上高および所在地別売上高には消費税等は含まれていません。

③③③③ 当中間連結会計期間当中間連結会計期間当中間連結会計期間当中間連結会計期間にににに決定決定決定決定・・・・発生発生発生発生したしたしたした事実事実事実事実のののの概要概要概要概要

当社は、プリンストン債にかかる損害の賠償を求めて平成12年２月に米国の裁判所に訴訟

を提起していましたが、その訴訟については、米国の訴訟において特有のディスカバリー手

続き（審理の開始前に原・被告間で相互に行われる証拠開示要求の手続き）が進行中です。

－－－－１２１２１２１２－－－－



((((2222) ) ) ) 通 期 通 期 通 期 通 期 の の の の 見 通 見 通 見 通 見 通 しししし

(注)　連結財務諸表提出会社の特別利益として、それぞれ以下の金額が計上されています。
平成17年３月期 　　退職給付過去勤務債務取崩益 3,653 百万円
平成16年３月期 　　厚生年金基金代行返上益 5,907 百万円

なお、事業の種類別セグメントにおける下半期の主な計画、施策は次のとおりです。

・・・・飲料飲料飲料飲料およびおよびおよびおよび食品製造販売事業部門食品製造販売事業部門食品製造販売事業部門食品製造販売事業部門

乳製品については、引き続き「プロバイオティクス全社統一活動」を実施し、｢予防医学｣

「健腸長寿」の考え方の啓発・普及をおし進めるとともに、血圧降下作用のある「ＧＡＢＡ

(γ- アミノ酪酸)」を含む乳製品乳酸菌飲料｢プレティオ｣の販売を11月から開始し、お客さ

まの拡大につなげるとともに、販売組織の強化・活性化を図ります。

一方、ジュース・清涼飲料については、保健機能食品（特定保健用食品）を柱として、機

能性のある商品を中心にした販売促進活動を強化するとともに、販売会社の直販ルートの強

化を引き続き推進します。

海外においては、まだ数多くの有望市場が残されており、プロバイオティクス分野のリー

ディングカンパニーとして、今後も積極的な国際展開を図っていく予定です。

・・・・医薬品製造販売事業部門医薬品製造販売事業部門医薬品製造販売事業部門医薬品製造販売事業部門

欧州向けの売り上げについては、ファイザー社へのカンプト注の販売移管が完了するまで、

一時的に停滞する可能性があります。一方、国内においては、引き続き「カンプト注」の売

り上げ増大を目指して販売活動を展開していきます。

・・・・そのそのそのその他事業部門他事業部門他事業部門他事業部門

化粧品については、下半期においても新商品の発売に連動した新規増客策、販売促進策を

展開し、販売活動の活性化を図るとともに、当社・販売会社およびヤクルトビューティそれ

ぞれを対象とした教育研修を強化し、販売力の向上を図っていきます。

売 上 高
(百万円)

248,000

238,847

13,500

15,083 85円27銭

△9.2％5.9％ △10.5％

１ 株 当 た り
当期純利益

77円39銭

－－－－１３１３１３１３－－－－

経 常 利 益
(百万円)

当 期 純 利 益

23,144

3.8％

平 成 17 年 ３ 月 期

平 成 16 年 ３ 月 期

増 減 率

(百万円)

24,500



((((3333) ) ) ) 財財財財　　　　政政政政　　　　状状状状　　　　態態態態

(単位：百万円)

営業活動によるキャッシュ・フローは､ 5,712百万円（前年同期比4,612百万円の収入減）

となりました。これは主に、営業利益の減少、法人税等の支払額の増加によるものです。

投資活動によるキャッシュ・フローは、△17,833百万円（前年同期比10,794百万円の支

出増）となりました。これは主に、投資有価証券の取得による支出の増加によるものです。

財務活動によるキャッシュ・フローは、△3,502百万円（前年同期比1,074百万円の支出

減）となりました。これは主に、「自己株式の取得による支出」が減少したことによるも

のです。

△ 17,725

△ 4,612

△ 10,794

1,074

△ 651

△ 14,983

△ 2,741

△ 501

77,248

149

△ 1,142

78,390

－－－－１４１４１４１４－－－－

59,522

△ 17,833

△ 16,125

5,712

75,648

差　　　額当中間連結会計期間前中間連結会計期間

10,324

△ 7,039

△ 4,577△ 3,502

営業活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フロー

現金及び現金同等物に係る換算差額

現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額

現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 首 残 高

現金及び現金同等物中間期末残高



((((4444) ) ) ) キャッシュキャッシュキャッシュキャッシュ・・・・フローフローフローフロー指標指標指標指標ののののトレンドトレンドトレンドトレンド

自己資本比率：自己資本／総資産

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー　（中間期は記載していません。）

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い

※ いずれも連結ベースの財務数値により計算しています。

※ 株式時価総額は、期末時価終値×期末発行済株式数（自己株式控除後）により算出してい

　 ます。

※ 営業キャッシュ・フローは、連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ･

　 フローを使用しています。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利

　 子を支払っている全ての負債を対象としています。また、利払いについては、連結キャッ

　 シュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しています。

65.9％

103.7％

－

41.2

63.8％

100.9％

1.0年

51.7

平成16年3月期 平成16年9月期

中間期

63.3％

101.0％

63.6％

102.6％

平成15年3月期 平成15年9月期

中間期

－－－－１５１５１５１５－－－－

68.7 51.2

0.6年 －

インタレスト･カバレッジ･レシオ

自 己 資 本 比 率

時価ベースの自己資本比率

債 務 償 還 年 数



４４４４．．．．中間連結財務諸表等中間連結財務諸表等中間連結財務諸表等中間連結財務諸表等

((((1111) ) ) ) 中間連結貸借対照表中間連結貸借対照表中間連結貸借対照表中間連結貸借対照表
(単位：百万円)

期   別 期   別 
  
  
 科   目  科   目

ⅠⅠⅠⅠ 流 動 資 産流 動 資 産流 動 資 産流 動 資 産 ( 136,834 ) ( 155,238 ) ( 149,745 ) ⅠⅠⅠⅠ 流 動 負 債流 動 負 債流 動 負 債流 動 負 債 ( 63,106 ) ( 67,364 ) ( 65,015 )
1 現金及び預金 60,822 81,494 77,503 1 支払手形
2 受取手形 及び買掛金 24,577 28,056 25,148

及び売掛金 39,800 40,713 38,122 2 短期借入金 12,699 12,636 12,693
3 有価証券 257 257 257 3 賞与引当金 4,602 4,609 3,618
4 たな卸資産 27,951 24,623 27,022 4 その他 21,226 22,062 23,554
5 繰延税金資産 3,208 3,107 3,198
6 その他 5,240 5,510 4,106
7 貸倒引当金 △ 446 △ 468 △ 463

ⅡⅡⅡⅡ 固 定 資 産固 定 資 産固 定 資 産固 定 資 産 ( 149,109 ) ( 133,467 ) ( 136,642 ) ⅡⅡⅡⅡ 固 定 負 債固 定 負 債固 定 負 債固 定 負 債 ( 20,323 ) ( 22,515 ) ( 25,338 )
 １ １ １ １有形固定資産有形固定資産有形固定資産有形固定資産 ( 85,848 ) ( 86,012 ) ( 86,634 ) 1 長期借入金 2,350 4,732 4,506
(1) 建物及び構築物 30,168 31,161 31,036 2 退職給付引当金 14,286 14,638 17,184
(2) 機械装置及び 3 役員退職慰労
       運搬具 20,179 20,923 20,804 引当金 805 602 657

(3) 土地 32,006 30,187 31,986 4 その他 2,880 2,542 2,989
(4) その他 3,493 3,740 2,806

 ２ ２ ２ ２無形固定資産無形固定資産無形固定資産無形固定資産 ( 4,314 ) ( 3,357 ) ( 4,453 )
(1) 連結調整勘定 1,967 1,459 2,194
(2) その他 2,346 1,897 2,259

( 14,061 ) ( 15,323 ) ( 13,268 )

 ３ ３ ３ ３投資投資投資投資そのそのそのその他他他他のののの資産資産資産資産 ( 58,947 ) ( 44,097 ) ( 45,554 )
(1) 投資有価証券 36,713 19,915 23,027
(2) 繰延税金資産 13,283 13,349 13,553 ⅠⅠⅠⅠ ( 31,117 ) ( 31,117 ) ( 31,117 )
(3) その他 11,690 13,563 11,684 ⅡⅡⅡⅡ ( 40,768 ) ( 40,663 ) ( 40,739 )
(4) 貸倒引当金 △ 2,740 △ 2,730 △ 2,711 ⅢⅢⅢⅢ ( 128,076 ) ( 118,918 ) ( 121,770 )

ⅣⅣⅣⅣ
( 540 ) ( 856 ) ( 1,299 )

ⅤⅤⅤⅤ ( △ 9,688 ) ( △ 5,689 ) ( △ 9,807 )
ⅥⅥⅥⅥ ( △ 2,362 ) ( △ 2,364 ) ( △ 2,354 )

前連結会計年度の

要約連結貸借対照表

16.3.31
現 在

前 中 間 連 結
会 計 期 間 末
15.9.30
現 在

89,880

為替換算調整勘定為替換算調整勘定為替換算調整勘定為替換算調整勘定

資資資資 本本本本 金金金金

少少少少 数数数数 株株株株 主主主主 持持持持 分分分分

資 本 の 部

資資資資 本本本本 剰剰剰剰 余余余余 金金金金
利利利利 益益益益 剰剰剰剰 余余余余 金金金金
そのそのそのその他有価証券他有価証券他有価証券他有価証券

評価差額金評価差額金評価差額金評価差額金

資資資資 本本本本 合合合合 計計計計 188,453

288,706285,943  負債 負債 負債 負債、、、、少数株主持分少数株主持分少数株主持分少数株主持分
 及 及 及 及びびびび資本合計資本合計資本合計資本合計

会 計 期 間 末

資 産 の 部 負 債 の 部

当 中 間 連 結
会 計 期 間 末
16.9.30
現 在

前 中 間 連 結当 中 間 連 結
会 計 期 間 末

16.3.3115.9.30
現 在 現 在現 在
16.9.30

前連結会計年度の

要約連結貸借対照表

90,353

182,766

83,429

286,388

負負負負 債債債債 合合合合 計計計計

自自自自 己己己己 株株株株 式式式式

183,502

288,706285,943

－－－－１６１６１６１６－－－－

少 数 株 主 持 分

286,388資資資資 産産産産 合合合合 計計計計



((((2222) ) ) ) 中間連結損益計算書中間連結損益計算書中間連結損益計算書中間連結損益計算書
(単位：百万円)

期     別  前連結会計年度の
要約連結損益計算書

(16.4.1～16.9.30) (15.4.1～15.9.30) (15.4.1～16.3.31)
  科     目

ⅠⅠⅠⅠ 売売売売 上上上上 高高高高 121,832 124,085 238,847
ⅡⅡⅡⅡ 売売売売 上上上上 原原原原 価価価価 54,123 55,925 108,695

67,709 68,159 130,151
ⅢⅢⅢⅢ 販売費及販売費及販売費及販売費及びびびび一般管理費一般管理費一般管理費一般管理費 ( 59,037 ) ( 57,799 ) ( 113,756 )
1 販売費 26,204 25,681 50,163
2 一般管理費 32,833 32,118 63,593

8,672 10,359 16,394
ⅣⅣⅣⅣ 営営営営 業業業業 外外外外 収収収収 益益益益 ( 4,378 ) ( 5,577 ) ( 8,550 )
1 受取利息 478 667 1,093
2 受取配当金 93 28 33
3 為替差益 152 465 660
4 ロイヤリティ収入 1,268 1,672 2,563
5 持分法による投資利益 1,691 1,912 2,710
6 その他の営業外収益 693 830 1,488

ⅤⅤⅤⅤ 営営営営 業業業業 外外外外 費費費費 用用用用 ( 759 ) ( 902 ) ( 1,801 )
1 支払利息 129 184 327
2 商品及び製品等廃棄損 193 184 340
3 貨幣価値変動損 273 214 383
4 その他の営業外費用 163 318 749

12,291 15,035 23,144
ⅥⅥⅥⅥ 特特特特 別別別別 利利利利 益益益益 ( 3,847 ) ( 6,020 ) ( 6,406 )
1 固定資産売却益 93 78 323
2 投資有価証券売却益 － 2 1
3 厚生年金基金代行返上益 － 5,907 5,907
4 退職給付過去勤務債務取崩益 3,653 － －
5 その他の特別利益 100 31 173

ⅦⅦⅦⅦ 特特特特 別別別別 損損損損 失失失失 ( 2,158 ) ( 1,869 ) ( 3,957 )
1 固定資産売除却損 86 110 602
2 投資有価証券評価損 － 5 27
3 貸倒引当金繰入額 13 0 13
4 退職給付引当金繰入額 1,285 1,667 3,032
5 原材料廃棄損 696 － －
6 その他の特別損失 75 85 280

税金等調整前中間税金等調整前中間税金等調整前中間税金等調整前中間((((当期当期当期当期))))純利益純利益純利益純利益 13,980 19,185 25,592
 法人税 法人税 法人税 法人税、、、、住民税及住民税及住民税及住民税及びびびび事業税事業税事業税事業税 5,364 7,238 9,342
 法人税等調整額 法人税等調整額 法人税等調整額 法人税等調整額 － － △ 263
 少数株主利益 少数株主利益 少数株主利益 少数株主利益((((減算減算減算減算)))) 997 1,019 1,430

7,618 10,927 15,083

金 額

－－－－１７１７１７１７－－－－

前中間連結会計期間

売売売売 上上上上 総総総総 利利利利 益益益益

営営営営 業業業業 利利利利 益益益益

経経経経 常常常常 利利利利 益益益益

中中中中 間間間間 (((( 当当当当 期期期期 )))) 純純純純 利利利利 益益益益

当中間連結会計期間

金 額 金 額



((((3333) ) ) ) 中間連結剰余金計算書中間連結剰余金計算書中間連結剰余金計算書中間連結剰余金計算書
(単位：百万円)

期     別  

(16.4.1～16.9.30) (15.4.1～15.9.30) (15.4.1～16.3.31)

  科     目

（資本剰余金の部）
ⅠⅠⅠⅠ 資本剰余金期首残高資本剰余金期首残高資本剰余金期首残高資本剰余金期首残高 ( 40,739 ) ( 40,660 ) ( 40,660 )

ⅡⅡⅡⅡ 資資資資本本本本剰剰剰剰余余余余金金金金増増増増加加加加高高高高 ( 29 ) ( 2 ) ( 78 )
自己株式処分差益 29 2 78

ⅢⅢⅢⅢ 資本剰余金中間期末資本剰余金中間期末資本剰余金中間期末資本剰余金中間期末((((期末期末期末期末))))残高残高残高残高 ( 40,768 ) ( 40,663 ) ( 40,739 )

（利益剰余金の部）

ⅠⅠⅠⅠ 利益剰余金期首残高利益剰余金期首残高利益剰余金期首残高利益剰余金期首残高 ( 121,770 ) ( 109,345 ) ( 109,345 )

ⅡⅡⅡⅡ 利利利利益益益益剰剰剰剰余余余余金金金金増増増増加加加加高高高高 ( 7,788 ) ( 11,058 ) ( 15,218 )
1 中間(当期)純利益 7,618 10,927 15,083
2 インフレ会計適用に伴う

剰余金の増加 169 130 135

ⅢⅢⅢⅢ 利利利利益益益益剰剰剰剰余余余余金金金金減減減減少少少少高高高高 ( 1,481 ) ( 1,485 ) ( 2,793 )
1 配当金 1,308 1,317 2,626
2 役員賞与 173 167 167
　(うち監査役分) ( 14 ) ( 14 ) ( 14 )

ⅣⅣⅣⅣ 利益剰余金中間期末利益剰余金中間期末利益剰余金中間期末利益剰余金中間期末((((期末期末期末期末))))残高残高残高残高 ( 128,076 ) ( 118,918 ) ( 121,770 )

－－－－１８１８１８１８－－－－

金 額

前中間連結会計期間当中間連結会計期間

金 額 金 額

前 連 結 会 計 年 度



((((4444) ) ) ) 中間連結中間連結中間連結中間連結キャッシュキャッシュキャッシュキャッシュ・・・・フローフローフローフロー計算書計算書計算書計算書
(単位：百万円)

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前中間(当期)純利益 13,980 19,185 25,592
減価償却費 3,851 3,977 7,984
諸引当金の増減額 △ 1,720 △ 1,975 △ 693
受取利息・受取配当金 △ 572 △ 696 △ 1,126
支払利息 129 184 327
持分法投資利益 △ 1,691 △ 1,912 △ 2,710
有形固定資産除売却損益 △ 7 31 279
原材料廃棄損 696 － －
その他損益 1,252 752 2,197
売上債権の減少(△増加)額 △ 1,804 △ 4,497 △ 2,579
たな卸資産の減少(△増加)額 △ 1,415 △ 2,591 △ 5,524
仕入債務の増加(△減少)額 △ 536 2,444 △ 538
その他資産負債による増減額 △ 1,420 △ 100 2,194
役員賞与の支払額 △ 174 △ 172 △ 172

小 計 10,567 14,631 25,230
利息及び配当の受取額 1,142 989 1,440
利息の支払額 △ 138 △ 201 △ 350
法人税等の支払額 △ 5,859 △ 5,093 △ 8,221
営業活動によるキャッシュ・フロー 5,712 10,324 18,098

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
定期預金の預入による増減額 555 △ 651 1,740
固定資産の取得による支出 △ 5,475 △ 4,173 △ 7,752
固定資産の売却による収入 178 231 1,703
投資有価証券の取得による支出 △ 13,045 △ 2,270 △ 5,301
投資有価証券の売却等による収入 － － 22
連結範囲の変更を伴う子会社株式の取得 － △ 430 302
子会社株式の取得による支出 － － △ 175
資金貸付による支出 △ 152 △ 152 △ 788
貸付金回収による収入 113 128 246
その他 △ 5 279 339
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 17,833 △ 7,039 △ 9,662

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の純減少額 △ 118 △ 556 △ 2,334
長期借入による収入 239 81 13
長期借入金返済による支出 △ 2,274 △ 842 △ 1,055
自己株式の取得による支出 △ 40 △ 2,006 △ 2,043
配当金の支払額 △ 1,308 △ 1,317 △ 2,626
少数株主に対する配当金の支払額 － － △ 610
その他 － 64 281
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 3,502 △ 4,577 △ 8,375

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 501 149 △ 2,802
Ⅴ 現金及び現金同等物の増加(△減少)額 △ 16,125 △ 1,142 △ 2,741
Ⅵ 現金及び現金同等物期首残高 75,648 78,390 78,390
Ⅶ 現金及び現金同等物中間期末(期末)残高 59,522 77,248 75,648

当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度の要約
連結ｷｬｯｼｭ･ﾌﾛｰ計算書

－－－－１９１９１９１９－－－－

科 目
(16.4.1～16.9.30) (15.4.1～15.9.30) (15.4.1～16.3.31)



ⅠⅠⅠⅠ 中間連結財務諸表作成中間連結財務諸表作成中間連結財務諸表作成中間連結財務諸表作成のためののためののためののための基本基本基本基本となるとなるとなるとなる重要重要重要重要なななな事項事項事項事項
　
1. 連結の範囲に関する事項
(1) 連結子会社数 63社
主要な連結子会社の名称
千葉中央ヤクルト販売㈱、ヤクルト商事㈱、㈱ヤクルトマテリアル、ヤクルト食品工業㈱、
中央ヤクルト物流㈱、㈱ヤクルト球団、メキシコヤクルト㈱、ヤクルト薬品工業㈱

[新規]１社 上海ヤクルト㈱ …  　新規設立

(2) 非連結子会社数 　８社
主要な非連結子会社の名称
㈱ホテルサン沖縄 
なお、これら非連結子会社については、総資産額、売上高、中間純利益および利益剰余金等から

みて、いずれも小規模であり、全体としても中間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないので、
連結の範囲から除外しています。

2. 持分法の適用に関する事項
持分法を適用した関連会社数 　３社
主要な持分法適用関連会社の名称
韓国ヤクルト㈱
なお、非連結子会社の㈱ホテルサン沖縄他７社および関連会社の武蔵野ヤクルト販売㈱他10社に

ついては、中間純利益および利益剰余金等からみて、いずれも小規模であり、全体としても中間連
結財務諸表に重要な影響を及ぼしていないため、その投資については、持分法を適用せず原価法に
より評価しています。持分法の適用にあたっては、各社の最近の中間会計期間に係る中間財務諸表
を使用しています。

3. 連結子会社の中間決算日に関する事項
  連結子会社の中間決算日は６月30日です。
  なお、中間連結財務諸表の作成に当たっては、同日現在の中間財務諸表を使用し、中間連結決算
日である９月30日までの期間における、連結会社間取引の重要な不一致および財政状態の重要な変
動について必要な調整を行っています。

4. 会計処理基準に関する事項
(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法
① 有価証券

その他有価証券 
時価のあるもの 中間決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は主とし
　て移動平均法により算定）

時価のないもの  主として移動平均法による原価法
② たな卸資産 主として移動平均法による原価法

－－－－２０２０２０２０－－－－



(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法
中間連結財務諸表提出会社および国内連結子会社
① 有形固定資産 定率法 （平成10年４月１日以降取得の建物（建物附

　属設備を除く）は定額法）
主な耐用年数 建物及び構築物　　　３～50年

機械装置及び運搬具　４～17年
② 無形固定資産 定額法
③ 投資その他の資産 

賃貸資産 定率法
在外連結子会社
有形固定資産および無形固定資産 主として定額法

主な耐用年数 建物及び構築物　　　９～50年
機械装置及び運搬具　３～20年

(3) 重要な引当金の計上基準
① 　中間連結財務諸表提出会社および国内連結子会社は、一般債権につい

ては主として貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については
個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しています。
　また、在外連結子会社は、主として個別検討による必要額を計上して
います。

② 　中間連結財務諸表提出会社および国内連結子会社は、従業員に対する
冬季賞与の支給に備え、その見込額のうち当中間連結会計期間の費用と
すべき額を見積計上しています。

③ 退職給付引当金 　中間連結財務諸表提出会社および国内連結子会社は、従業員の退職給
付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務および年金資
産の見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認
められる額を計上しています。
　会計基準変更時差異については、５年による按分額を費用処理してい
ます。
　中間連結財務諸表提出会社の過去勤務債務については、その発生した
連結会計年度に一括費用処理し、数理計算上の差異については、各連結
会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
(10年)による定額法により按分した額をそれぞれ発生時の翌連結会計年
度から費用処理しています。

④ 役員退職慰労引当金 　中間連結財務諸表提出会社は、役員の退職慰労金の支給に備えて、内
規に基づく中間期末要支給額の100％を計上しています。

(4) 重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準
　外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし
て処理しています。
　なお、在外連結子会社等の資産及び負債並びに収益及び費用は、在外連結子会社等の中間決算
日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は少数株主持分および資本の部における為替換
算調整勘定に含めています。

貸 倒 引 当 金

賞 与 引 当 金

－－－－２１２１２１２１－－－－



(5) 重要なリース取引の処理方法
　中間連結財務諸表提出会社および国内連結子会社は、リース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準
じた会計処理を採用しています。

(6) 消費税等の処理方法
　消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しています。
　なお、未払消費税等は、流動負債の「その他」に含めて表示しています。

(7) 在外連結子会社が採用している会計処理基準
　メキシコおよびアルゼンチン所在の連結子会社の中間財務諸表は、貨幣価値変動会計に基づい
て作成されています。同基準による再評価差額はインフレ指数の修正率を乗じて計算され、中間
連結財務諸表上は、貨幣価値変動損（営業外費用）等および利益剰余金として計上しています。

5. 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
　中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引
き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わな
い取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資です。

追 加 情 報追 加 情 報追 加 情 報追 加 情 報
中間連結財務諸表提出会社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分につ

いて、平成１５年７月２５日に厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けました。
この結果、前中間連結会計期間において、特別利益として5,907百万円計上しています。
また、当中間連結会計期間末日現在における返還相当額（最低責任準備金）は、12,605 百万円

です。

－－－－２２２２２２２２－－－－



ⅡⅡⅡⅡ 注記事項注記事項注記事項注記事項

　(中間連結貸借対照表関係)

(百万円) (百万円) (百万円)

1. 有形固定資産の減価償却累計額 111,275 108,356 108,983

2. 賃貸資産の減価償却累計額 1,732 1,766 1,711

3. 圧縮記帳
　取得価額から控除されている保険差益等の圧縮記帳額は次のとおりです。

建 物 52 52 52
そ の 他 8 8 8

4. 担保資産
担保に供している資産の額（簿価）
現金及び預金(定期預金) 500 1,017 500
建 物 及 び 構 築 物 525 404 517
土 地 1,877 1,835 1,921

小 計 2,902 3,257 2,939

（工場財団）
建 物 885 950 916
土 地 3,280 3,280 3,280

小 計 4,165 4,230 4,196
合 計 7,068 7,487 7,135

上記に対応する債務
短 期 借 入 金 6,030 5,792 6,042
長 期 借 入 金 849 1,179 1,442

合 計 6,879 6,972 7,484

5. 中間連結期末日満期手形（連結会計年度末日満期手形）
　中間連結期末日満期手形（連結会計年度末日満期手形）の会計処理については、手形交換日をもって決済
処理しています。
　なお、国内連結子会社の前決算期末日は金融機関が休日であったため、次の満期手形が前連結会計年度末
残高に含まれています。

受 取 手 形 － － 58
支 払 手 形 － － 1,332
設 備 支 払 手 形 － － 1

－－－－２３２３２３２３－－－－

当中間連結会計期間末当中間連結会計期間末当中間連結会計期間末当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末前中間連結会計期間末前中間連結会計期間末前中間連結会計期間末 前連結会計年度末前連結会計年度末前連結会計年度末前連結会計年度末



　(中間連結損益計算書関係)

(百万円) (百万円) (百万円)

1. 販売費及び一般管理費の主なもの
(1) 販　売　費

広 告 宣 伝 費 2,212 2,035 4,088
放 送 宣 伝 費 4,201 4,484 7,318
販 売 促 進 助 成 費 2,591 3,254 6,419
運 送 費 4,187 4,241 8,295
貸 倒 引 当 金 繰 入 額 21 53 36

(2) 一般管理費
給 料 手 当 10,590 10,464 20,483
賞 与 引 当 金 繰 入 額 2,591 2,565 1,956
退職給付引当金繰入額 1,400 1,619 2,989
役員退職慰労引当金繰入額 174 57 112
減 価 償 却 費 1,333 1,316 2,619
研 究 開 発 費 3,388 3,157 6,261

2. 固定資産売却益の内訳
建 物 及 び 構 築 物 56 1 20
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 27 30 50
器 具 備 品 等 9 47 252

合 計 93 78 323

3. 退職給付過去勤務債務取崩益 3,653 － －
※ 中間連結財務諸表提出会社の確定給付型新企業年金制度への移行に伴うものです。

4. 固定資産売却損の内訳
土 地 14 38 60
機械装置及び運搬具等 22 6 273

合 計 37 44 334

5. 固定資産除却損の内訳
建 物 及 び 構 築 物 15 25 93
機 械 装 置 及 び 運 搬 具 7 10 58
器 具 備 品 等 26 29 117

合 計 49 65 268

6. 法人税等の表示方法
　中間連結会計期間における税金費用については、主に簡便法により計算しているため、法人税等調整額相
当額は「法人税、住民税及び事業税」に含めて表示しています。

－－－－２４２４２４２４－－－－

当中間連結会計期間当中間連結会計期間当中間連結会計期間当中間連結会計期間 前中間連結会計期間前中間連結会計期間前中間連結会計期間前中間連結会計期間 前 連 結 会 計 年 度前 連 結 会 計 年 度前 連 結 会 計 年 度前 連 結 会 計 年 度

※



　(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係)

(百万円) (百万円) (百万円)

　現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）に掲記されている
科目の金額との関係

60,822 81,494 77,503
預入期間が３ヶ月

を超える定期預金 △ 1,056 △ 3,486 △ 1,611
△ 500 △ 1,017 △ 500

256 255 256
1 1 1

59,522 77,248 75,648

－－－－２５２５２５２５－－－－

当中間連結会計期間当中間連結会計期間当中間連結会計期間当中間連結会計期間 前中間連結会計期間前中間連結会計期間前中間連結会計期間前中間連結会計期間 前 連 結 会 計 年 度前 連 結 会 計 年 度前 連 結 会 計 年 度前 連 結 会 計 年 度

現 金及び現金同等物
中 期 国 債 フ ァ ン ド

現 金 及 び 預 金 勘 定

担保に供している定期預金

ﾏﾈ ｰ ･ ﾏ ﾈ ｼ ﾞ ﾒ ﾝ ﾄ ･ ﾌ ｧ ﾝ ﾄ ﾞ



①①①① セグメントセグメントセグメントセグメント情報情報情報情報

1. 事業の種類別セグメント情報

当中間連結会計期間（自平成16年4月１日  至平成16年9月30日） (単位：百万円)

売上高及び営業損益

(1) 外部顧客に対する売上高 107,642 5,806 8,382 121,832 － 121,832
(2) セグメント間の
　内部売上高又は振替高 － － － － － －

107,642 5,806 8,382 121,832 － 121,832
95,174 5,776 6,707 107,659 5,501 113,160

(又は営業損失) 12,468 30 1,674 14,173 △ 5,501 8,672

前中間連結会計期間（自平成15年4月１日  至平成15年9月30日） (単位：百万円)

売上高及び営業損益

(1) 外部顧客に対する売上高 106,479 9,330 8,274 124,085 － 124,085
(2) セグメント間の
　内部売上高又は振替高 － － － － － －

106,479 9,330 8,274 124,085 － 124,085
95,138 6,719 6,565 108,424 5,301 113,725

(又は営業損失) 11,341 2,610 1,709 15,661 △ 5,301 10,359

前連結会計年度（自平成15年4月１日  至平成16年3月31日） (単位：百万円)

売上高及び営業損益

(1) 外部顧客に対する売上高 206,423 18,181 14,242 238,847 － 238,847
(2) セグメント間の
　内部売上高又は振替高 － － － － － －

206,423 18,181 14,242 238,847 － 238,847
184,346 13,045 13,722 211,114 11,338 222,452

(又は営業損失) 22,076 5,136 520 27,732 △ 11,338 16,394

(注) 1. 事業区分は、売上集計区分によっています。
2. 各事業の主要な製商品 
(1) 飲料および食品製造販売事業   ･････  乳製品、ジュース・清涼飲料、麺類
(2) 医薬品製造販売事業　　　　　 ･････　抗がん剤、その他医療用医薬品
(3) その他事業　  　    ･･････････････  化粧品、プロ野球興行

3. 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社の総務部門等管理部門に係る
費用です。

5,501 百万円

5,301 百万円

11,338 百万円

消去又は全社計その他事業医薬品製造

医薬品製造 連 結販 売 事 業 計 消去又は全社

飲料および食品

－－－－２６２６２６２６－－－－

営 業 利 益

売 上 高

計
営 業 費 用
営 業 利 益

その他事業

連 結販 売 事 業

飲料および食品

営 業 費 用
計

製造販売事業

連 結

売 上 高

製造販売事業
医薬品製造
販 売 事 業

飲料および食品 計

当中間連結会計期間
前中間連結会計期間
前 連 結 会 計 年 度

消去又は全社その他事業

計
営 業 費 用
営 業 利 益

売 上 高

製造販売事業



2. 所在地別セグメント情報

当中間連結会計期間（自平成16年4月１日  至平成16年9月30日） (単位：百万円)

売上高及び営業損益

(1) 外部顧客に対する売上高 101,422 10,688 4,716 5,004 121,832 － 121,832
(2) セグメント間の
　内部売上高又は振替高 1,237 － － － 1,237 △ 1,237 －

102,660 10,688 4,716 5,004 123,070 △ 1,237 121,832
93,932 7,522 3,756 3,686 108,897 4,263 113,160

(又は営業損失) 8,727 3,166 960 1,318 14,173 △ 5,501 8,672

前中間連結会計期間（自平成15年4月１日  至平成15年9月30日） (単位：百万円)

売上高及び営業損益

(1) 外部顧客に対する売上高 101,971 13,077 4,184 4,850 124,085 － 124,085
(2) セグメント間の
　内部売上高又は振替高 2,096 － － － 2,096 △ 2,096 －

104,068 13,077 4,184 4,850 126,182 △ 2,096 124,085
94,056 9,411 3,130 3,922 110,520 3,204 113,725

(又は営業損失) 10,011 3,666 1,054 928 15,661 △ 5,301 10,359

前連結会計年度（自平成15年4月１日  至平成16年3月31日） (単位：百万円)

売上高及び営業損益

(1) 外部顧客に対する売上高 198,878 22,204 8,757 9,006 238,847 － 238,847
(2) セグメント間の
　内部売上高又は振替高 4,076 － － － 4,076 △ 4,076 －

202,955 22,204 8,757 9,006 242,924 △ 4,076 238,847
184,864 16,603 6,549 7,173 215,191 7,261 222,452

(又は営業損失) 18,090 5,600 2,208 1,832 27,732 △ 11,338 16,394

(注) 1. 国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。

2. 本邦以外の区分に属する主な国又は地域
(1) 米州地域 … 　メキシコ、ブラジル、アルゼンチン
(2) ｱｼﾞｱ･ｵｾｱﾆｱ地域 … 　香港、広州、インドネシア、シンガポール、マレーシア、オーストラリア
(3) ヨーロッパ地域 … 　オランダ、イギリス、ドイツ、ベルギー

3. 営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の主なものは、親会社の総務部門等管理部門に
係る費用です。

5,501 百万円
5,301 百万円
11,338 百万円

－－－－２７２７２７２７－－－－

計

営 業 利 益

消去又は全社計ﾖｰﾛｯﾊﾟ地域ｵｾｱﾆｱ地域 

当中間連結会計期間

営 業 利 益

営 業 費 用

売 上 高

計

米 州 地 域

米 州 地 域 連 結消去又は全社 ｱｼﾞｱ･
ｵｾｱﾆｱ地域 計ﾖｰﾛｯﾊﾟ地域

連 結 ｱｼﾞｱ･

日 本 米 州 地 域  ｱｼﾞｱ･ ﾖｰﾛｯﾊﾟ地域 計 消去又は全社 連 結ｵｾｱﾆｱ地域 

前中間連結会計期間
前 連 結 会 計 年 度

売 上 高

計
営 業 費 用
営 業 利 益

日 本

日 本

売 上 高

営 業 費 用



3. 海外売上高

当中間連結会計期間（自平成16年4月１日  至平成16年9月30日） (単位：百万円)

Ⅰ 12,761 11,779 24,540

Ⅱ 121,832

前中間連結会計期間（自平成15年4月１日  至平成15年9月30日） (単位：百万円)

Ⅰ 16,741 13,230 29,972

Ⅱ 124,085

前連結会計年度（自平成15年4月１日  至平成16年3月31日） (単位：百万円)

Ⅰ 28,743 26,304 55,047

Ⅱ 238,847

(注) 1. 国又は地域の区分は、地理的近接度によっています。

2. 各区分に属する主な国又は地域
(1) 米州地域 … メキシコ、ブラジル、アルゼンチン、アメリカ
(2) その他の地域 … ｱｼﾞｱ･ｵｾｱﾆｱ地域、ヨーロッパ地域

3. 海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高です。

Ⅲ

Ⅲ

Ⅲ

計

海 外 売 上 高

連 結 売 上 高

連 結 売 上 高 に 占 め る 12.0 11.0 23.0海外売上高の割合(％ )

連 結 売 上 高 に 占 め る
海外売上高の割合(％ )

米 州 地 域 そ の 他 の 地 域

海 外 売 上 高

連 結 売 上 高

連 結 売 上 高 に 占 め る
海外売上高の割合(％ ) 9.6

－－－－２８２８２８２８－－－－

そ の 他 の 地 域 計

そ の 他 の 地 域 計

米 州 地 域

米 州 地 域

海 外 売 上 高

連 結 売 上 高

10.5 20.1

13.5 10.7 24.2



②②②② リースリースリースリース取引取引取引取引

(百万円) (百万円) (百万円)

1. リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

[ 借 手 側 ]

(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額

(器具備品等) (器具備品等) (器具備品等)

取 得 価 額 相 当 額 27,923 29,826 28,918
減価償却累計額相当額 16,400 16,434 16,786
中間期末(期末)残高相当額 11,523 13,391 12,131

(2) 未経過リース料中間期末（期末）残高相当額

1 年 内 5,001 5,497 5,257
1 年 超 6,806 8,243 7,195
合 計 11,808 13,740 12,453

　上記金額には、転リース先（販売会社）から回収する未経過リース料中間期末（期末）残高相当額が、
次のように含まれています。

1 年 内 1,222 1,429 1,282
1 年 超 1,819 2,250 1,888
合 計 3,041 3,679 3,171

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

①支払リース料 3,092 3,286 6,474

　上記金額には、転リース先（販売会社）からの回収額が次のように含まれています。

795 911 1,688

②減価償却費相当額 2,905 3,078 6,108

③支払利息相当額 150 184 350

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。

(5) 利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、
利息法によっています。

2. オペレーティング・リース取引
[ 借 手 側 ]

未経過リース料
1 年 内 61 42 44
1 年 超 120 43 80
合 計 182 86 124

－－－－２９２９２９２９－－－－

当中間連結会計期間当中間連結会計期間当中間連結会計期間当中間連結会計期間 前中間連結会計期間前中間連結会計期間前中間連結会計期間前中間連結会計期間 前連結会計年度前連結会計年度前連結会計年度前連結会計年度



③③③③ 有価証券有価証券有価証券有価証券

1. 満期保有目的の債券で時価のあるもの
(単位：百万円)

(1) 国債･地方債等 － － － － － － － － －

(2) － － － － － － － － －

(3) － － － － － － － － －

－ － － － － － － － －

2. その他有価証券で時価のあるもの
(単位：百万円)

(1) 17,285 888 1,270 2,708 1,437 4,268 6,447 2,180

(2)

－ － － － － － － － －

1 1 0 1 1 0 1 1 0

－ － － － － － － － －

(3) 128 132 4 128 123 △ 5 127 127 △ 1

17,414 893 1,400 2,832 1,432 4,397 6,577 2,179

3. 時価評価されていない主な｢有価証券｣(上記1.を除く)の内容及び中間連結貸借対照表(連結貸借対照表)計上額
(単位：百万円)

その他有価証券

マネー･マネジメント･ファンド 256 255 256

中期国債ファンド 1 1 1

非上場株式 2,649 2,689 2,631

④④④④ デリバティブデリバティブデリバティブデリバティブ取引取引取引取引のののの契約額契約額契約額契約額、、、、時価及時価及時価及時価及びびびび評価損益評価損益評価損益評価損益

該当事項はありません。

⑤⑤⑤⑤ 継続企業継続企業継続企業継続企業のののの前提前提前提前提

該当事項はありません。

前連結会計年度末

平成16年3月31日現在

中 間 連 結 貸 借
対 照 表 計 上 額

中 間 連 結 貸 借
対 照 表 計 上 額

連  結  貸  借
対 照 表 計 上 額

前中間連結会計期間末

社 債

そ の 他

平成15年9月30日現在

そ の 他

合 計

当中間連結会計期間末

平成16年9月30日現在

18,307

株 式

債 券

貸借対照
表計上額

取得原価

18,173

差 額取得原価
中間連結
貸借対照 差 額
表計上額

取得原価
連 結

差 額 貸借対照
表計上額

時 価 差 額
連 結

時 価
表計上額

前連結会計年度末

差 額

平成16年9月30日現在 平成15年9月30日現在

国債･地方債等

中間連結

前中間連結会計期間末

平成15年9月30日現在
中間連結
貸借対照
表計上額

平成16年3月31日現在

前連結会計年度末

平成16年3月31日現在

貸借対照貸借対照

当中間連結会計期間末

平成16年9月30日現在

差 額時 価
中間連結

表計上額

－－－－３０３０３０３０－－－－

合 計

そ の 他

社 債

当中間連結会計期間末 前中間連結会計期間末



⑥⑥⑥⑥ １１１１株当株当株当株当たりたりたりたり情報情報情報情報

１株当たり純資産額 1,080円26銭 １株当たり純資産額 1,052円12銭 １株当たり純資産額 1,047円78銭

１株当たり中間純利益    43円67銭 １株当たり中間純利益    62円37銭 １株当たり当期純利益 　 85円27銭

潜在株式調整後 － 潜在株式調整後     － 潜在株式調整後      －
１株当たり中間純利益 １株当たり中間純利益 １株当たり当期純利益

（注）１株当たり中間（当期）純利益および潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益の算定上の基礎

１株当たり中間（当期）純利益

　中間（当期）純利益（百万円）

　普通株主に帰属しない金額（百万円）

　　（うち利益処分による役員賞与金） ( ) ( ) ( )

　普通株式に係る中間（当期）純利益（百万円）

　普通株式の期中平均株式数（千株）

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益

　中間（当期）純利益調整額（百万円）

　　（うち支払利息(税額相当額控除後)) ( ) ( ) ( )

　普通株式増加数（千株）

　　（うち旧転換社債） ( ) ( ) ( )

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり中間（当期）純利益の算定に含め

なかった潜在株式の概要

－－－－３１３１３１３１－－－－

前中間連結会計期間

当 中 間 連 結 会 計 期 間

(自平成16年4月1日至平成16年9月30日)

前 中 間 連 結 会 計 期 間 前 連 結 会 計 年 度

（自平成15年4月1日至平成16年3月31日）

－

（自平成15年4月1日至平成15年9月30日）

至平成16年９月30日 至平成15年９月30日

自平成15年４月１日

至平成16年３月31日

前連結会計年度

自平成16年４月１日 自平成15年４月１日

当中間連結会計期間

－

7,618

－

－

7,618

174,438

－

－

－ －

－

－

15,083

174

174

14,908

174,833

－

175,211

－

10,927

－

－

10,927

－ － －

－ －



５５５５．．．．生産生産生産生産、、、、受注及受注及受注及受注及びびびび販売販売販売販売のののの状況 状況 状況 状況 

(1) 生産実績

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。

(単位：百万円)
当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度
自 平成16年4月 1日 自 平成15年4月 1日 自 平成15年4月 1日
至 平成16年9月30日 至 平成15年9月30日 至 平成16年3月31日

58,064 60,396 116,030

5,132 8,669 16,831

3,122 3,607 6,501

66,319 72,673 139,363

(注) 1. 金額は販売価格によっています。

2. 上記の金額には、消費税等は含まれていません。

(2) 受注実績 

当社グループは、受注生産は行っていません。

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりです。

(単位：百万円)
当中間連結会計期間 前中間連結会計期間 前連結会計年度
自 平成16年4月 1日 自 平成15年4月 1日 自 平成15年4月 1日
至 平成16年9月30日 至 平成15年9月30日 至 平成16年3月31日

107,642 106,479 206,423

5,806 9,330 18,181

8,382 8,274 14,242

121,832 124,085 238,847

(注) 1. 上記の金額には、消費税等は含まれていません。

2. 主な相手先別の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合は、当該割合が100分の10

以上の相手先がないため記載を省略しています。

事業の種類別セグメントの名称

飲料および食品製造販売事業

医 薬 品 製 造 販 売 事 業

そ の 他 事 業

合 計

そ の 他 事 業

合 計

－－－－３２３２３２３２－－－－

事業の種類別セグメントの名称

飲料および食品製造販売事業

医 薬 品 製 造 販 売 事 業



平成 17年 3月期 個別中間財務諸表の概要 平成 16年 11月 12日

上   場   会   社   名   株式会社　ヤクルト本社 上場取引所　　　　　　 　東証　大証

コード番号      2267 本社所在都道府県　　　東京都

（ＵＲＬ　http://www.yakult.co.jp）

代　　　表　　　者　　代表取締役社長 堀　　　澄 也

問合せ先責任者　　取締役 大 坪　勝 己 TEL (03) 3574 - 8960
中間決算取締役会開催日　　平成 16年 11月 12日 中間配当制度の有無　　有
中間配当支払開始日　　      平成 16年 12月 10日 単元株制度採用の有無　有(1単元　1,000 株)

１. 16年 9月中間期の業績（平成 16年 4月 1日 ～ 平成 16年 9月 30日）
(1)経営成績 （注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しています。

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

16年 9月中間期 78,557 △ 4.2 1,133 △ 54.1 3,969 △ 23.9
15年 9月中間期 82,037 △ 1.5 2,470 △ 52.8 5,215 △ 33.1
16年 3月期 157,466 3,874 11,105

百万円 ％ 円　　銭

16年 9月中間期 3,392 △ 37.6 19.45
15年 9月中間期 5,435 60.9 31.01
16年 3月期 8,997 50.61
(注)①期中平均株式数    16年 9月中間期   174,464,711 株   15年 9月中間期   175,294,301 株   16年 3月期   174,890,096 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金 （注）16年 9月中間期中間配当金内訳

円　銭 円　銭    記念配当 0 円 00 銭 

16年 9月中間期 7.50 －    特別配当 0 円 00 銭 

15年 9月中間期 7.50 －
16年 3月期 － 15.00

(3)財政状態
１株当たり
株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

16年 9月中間期 208,374 146,783 70.4 841.40
15年 9月中間期 208,958 143,019 68.4 819.60
16年 3月期 208,511 145,667 69.9 834.88
(注)①期末発行済株式数　16年 9月中間期    　174,452,123 株　15年 9月中間期    　174,499,711 株　16年 3月期    　174,477,063 株

 　 ②期末自己株式数　　16年 9月中間期      　1,458,095 株　15年 9月中間期        1,410,507 株　16年 3月期        1,433,155 株

２. 17年 3月期の業績予想（ 平成 16年 4月 1日  ～  平成 17年 3月 31日 ）
　

期 末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 158,500 13,000 8,000 7.50 15.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   45 円 86 銭 

　　※  上記の予想は種々の前提に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因によって予想数値と異なる場合があります。

　　　　なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料13ページをご参照ください。

売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益

中間(当期）純利益
１株当たり中間
(当期）純利益

－－－－３３３３３３３３－－－－

総 資 産 株 主 資 本 株主資本比率

売 上 高 経 常 利 益 当 期 純 利 益
１株当たり年間配当金



（単位：百万円）
期   別 当中間会計 前中間会計 前事業年度の 期   別 当中間会計 前中間会計 前事業年度の

要約貸借対照表 要約貸借対照表

 16.9.30  15.9.30 16.3.31  16.9.30  15.9.30 16.3.31
 科   目 現    在 現    在 現    在  科   目 現    在 現    在 現    在

  資  産  の  部   負  債  の  部 

Ⅰ 流 動 資 産Ⅰ 流 動 資 産Ⅰ 流 動 資 産Ⅰ 流 動 資 産 ( 89,373 ) ( 104,229 ) ( 102,031 ) Ⅰ 流 動 負 債Ⅰ 流 動 負 債Ⅰ 流 動 負 債Ⅰ 流 動 負 債 ( 49,369 ) ( 52,808 ) ( 47,489 )
 1 現金及び預金 22,708 40,936 38,491  1 支払手形 4,770 7,839 5,300
 2 受取手形 63 70 67  2 買掛金 18,986 19,526 17,837
 3 売掛金 37,661 38,450 36,066  3 短期借入金 6,074 6,014 6,011
 4 たな卸資産 22,218 18,077 21,169  4 未払法人税等 2,538 4,243 3,458
 5 繰延税金資産 2,633 2,258 2,633  5 賞与引当金 3,697 3,715 2,991
 6 その他 4,112 4,460 3,627  6 その他 13,301 11,468 11,890
 7 貸倒引当金 △ 25 △ 25 △ 24

Ⅱ 固 定 資 産Ⅱ 固 定 資 産Ⅱ 固 定 資 産Ⅱ 固 定 資 産 ( 119,000 ) ( 104,728 ) ( 106,480 ) Ⅱ 固 定 負 債Ⅱ 固 定 負 債Ⅱ 固 定 負 債Ⅱ 固 定 負 債 ( 12,221 ) ( 13,130 ) ( 15,354 )
 １有形固定資産 １有形固定資産 １有形固定資産 １有形固定資産 ( 44,098 ) ( 45,943 ) ( 45,365 )  1 長期借入金 64 75 68
(1)建物 14,844 15,840 15,434  2 退職給付引当金 10,589 11,667 13,860
(2)機械装置 8,066 8,881 8,837  3 役員退職慰労

(3)土地 18,421 18,493 18,426          引当金 805 602 657
(4)その他 2,765 2,728 2,666  4 その他 762 785 766

 ２無形固定資産 ２無形固定資産 ２無形固定資産 ２無形固定資産 ( 1,951 ) ( 1,505 ) ( 1,907 )  負  債  合  計 負  債  合  計 負  債  合  計 負  債  合  計 61,590 65,939 62,844
  資  本  の  部

Ⅰ　資  本  金Ⅰ　資  本  金Ⅰ　資  本  金Ⅰ　資  本  金 ( 31,117 ) ( 31,117 ) ( 31,117 )
 ３投資その他の資産 ３投資その他の資産 ３投資その他の資産 ３投資その他の資産 ( 72,950 ) ( 57,279 ) ( 59,207 ) Ⅱ　資本剰余金Ⅱ　資本剰余金Ⅱ　資本剰余金Ⅱ　資本剰余金 ( 40,648 ) ( 40,648 ) ( 40,648 )
(1)投資有価証券 20,477 5,063 8,759 　 資 本 準 備 金 40,648 40,648 40,648
(2)関係会社株式 31,346 29,226 29,816 Ⅲ　利益剰余金Ⅲ　利益剰余金Ⅲ　利益剰余金Ⅲ　利益剰余金 ( 76,868 ) ( 72,677 ) ( 74,930 )
(3)繰延税金資産 14,984 15,140 14,446  1 利 益 準 備 金 7,779 7,779 7,779
(4)その他 8,741 10,464 8,783  2 任 意 積 立 金 63,000 56,800 56,800
(5)貸倒引当金 △ 2,598 △ 2,614 △ 2,597  3 中間未処分利益 6,089 8,097 10,351

Ⅳ　その他有価証券Ⅳ　その他有価証券Ⅳ　その他有価証券Ⅳ　その他有価証券

　　    評価差額金　　    評価差額金　　    評価差額金　　    評価差額金 ( 510 ) ( 859 ) ( 1,291 )
Ⅴ　自己株式Ⅴ　自己株式Ⅴ　自己株式Ⅴ　自己株式 (△ 2,362 ) (△ 2,284 ) (△ 2,321 )
 資  本  合  計 資  本  合  計 資  本  合  計 資  本  合  計 146,783 143,019 145,667

資  産  合  計資  産  合  計資  産  合  計資  産  合  計 208,374 208,958 208,511  負債 ・資本合計 負債 ・資本合計 負債 ・資本合計 負債 ・資本合計 208,374 208,958 208,511

（１）中　間　貸　借　対　照　表（１）中　間　貸　借　対　照　表（１）中　間　貸　借　対　照　表（１）中　間　貸　借　対　照　表

－３４－－３４－－３４－－３４－

期間末 期間末 期間末 期間末



（単位：百万円）

期     別  前中間会計期間

  科     目 (15.4.1～15.9.30)

ⅠⅠⅠⅠ 売売売売 上上上上 高高高高 78,557 82,037 157,466

ⅡⅡⅡⅡ 売売売売 上上上上 原原原原 価価価価 49,359 50,920 97,928

　売 　上 　総 　利 　益　売 　上 　総 　利 　益　売 　上 　総 　利 　益　売 　上 　総 　利 　益 29,197 31,116 59,538

ⅢⅢⅢⅢ 販販販販売売売売費費費費及及及及びびびび一一一一般般般般管管管管理理理理費費費費 28,064 28,646 55,663

　営 　業  利 　益　営 　業  利 　益　営 　業  利 　益　営 　業  利 　益 1,133 2,470 3,874

ⅣⅣⅣⅣ 営営営営 業業業業 外外外外 収収収収 益益益益 3,021 3,025 7,910

ⅤⅤⅤⅤ 営営営営 業業業業 外外外外 費費費費 用用用用 186 280 679

　経 　常  利 　益　経 　常  利 　益　経 　常  利 　益　経 　常  利 　益 3,969 5,215 11,105

ⅥⅥⅥⅥ 特特特特 別別別別 利利利利 益益益益 3,656 5,927 6,124

ⅦⅦⅦⅦ 特特特特 別別別別 損損損損 失失失失 1,812 1,551 3,146

　税引前中間（当期）純利益　税引前中間（当期）純利益　税引前中間（当期）純利益　税引前中間（当期）純利益 5,812 9,591 14,083

　法人税、住民税及び事業税　法人税、住民税及び事業税　法人税、住民税及び事業税　法人税、住民税及び事業税 2,420 4,156 5,069

　法人税等調整額（借方）　法人税等調整額（借方）　法人税等調整額（借方）　法人税等調整額（借方） ― ― 17

　中間（当期）純利益　中間（当期）純利益　中間（当期）純利益　中間（当期）純利益 3,392 5,435 8,997

　前 期 繰 越 利 益　前 期 繰 越 利 益　前 期 繰 越 利 益　前 期 繰 越 利 益 2,696 2,662 2,662

　中 間 配 当 額　中 間 配 当 額　中 間 配 当 額　中 間 配 当 額 ― ― 1,308

　中間（当期）未処分利益　中間（当期）未処分利益　中間（当期）未処分利益　中間（当期）未処分利益 6,089 8,097 10,351

－３５－－３５－－３５－－３５－

（２）中　間　損　益　計　算　書（２）中　間　損　益　計　算　書（２）中　間　損　益　計　算　書（２）中　間　損　益　計　算　書

当中間会計期間 前事業年度の
要約損益計算書

(16.4.1～16.9.30) (15.4.1～16.3.31)



ⅠⅠⅠⅠ 中間財務諸表作成中間財務諸表作成中間財務諸表作成中間財務諸表作成のののの基本基本基本基本となるとなるとなるとなる重要重要重要重要なななな事項事項事項事項

1. 資産の評価基準及び評価方法
(1) 有価証券

子会社株式及び関連会社株式 移動平均法による原価法
その他有価証券
時価のあるもの 中間決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原
　価は移動平均法により算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法

(2) たな卸資産
商品・製品・原材料・仕掛品・貯蔵品 移動平均法による原価法
販売用不動産 個別法による原価法

2. 固定資産の減価償却の方法
(1) 有形固定資産

建物（建物附属設備を除く）
平成10年３月31日以前取得 定率法
平成10年４月１日以降取得 定額法

その他の有形固定資産 定率法
主な耐用年数 建物 ３～50年

機械装置 ４～17年

(2) 無形固定資産
ソフトウェア
自社利用のソフトウェア 自社における利用可能期間（５年）に基づく定額法

その他の無形固定資産 定額法

(3) 投資その他の資産
長期前払費用 均等償却法
賃貸資産 定率法

3. 引当金の計上基準
(1) 　　一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権に

　ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しています。

(2) 　　従業員に対する冬季賞与の支給に備え、その見込額のうち当中間会計
　期間の費用とすべき額を見積計上しています。

－－－－３６３６３６３６－－－－

貸 倒 引 当 金

賞 与 引 当 金



(3) 退職給付引当金 　　従業員の退職給付に備えるため、当会計年度末における退職給付債務
　および年金資産の見込額に基づき当中間会計期間末において発生してい
　ると認められる額を計上しています。
　　会計基準変更時差異については、５年による按分額を費用処理してい
　ます。
　　過去勤務債務については、その発生した会計年度に一括費用処理して
　います。
　　数理計算上の差異については、各会計年度の発生時における従業員の
　平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）による定額法により按分し
　た額をそれぞれ発生時の翌会計年度から費用処理しています｡

(4) 役員退職慰労引当金 　　役員の退職慰労金の支給に備えて､内規に基づく中間期末要支給額の
　100％を計上しています。

4. 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準
　外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益とし
て処理しています。

5. リース取引の処理方法
  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につ
いては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を採用しています。

6. 消費税等の会計処理方法
　消費税および地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しています。
　なお、未払消費税等は、流動負債の「その他」に含めて表示しています。

追 加 情 報追 加 情 報追 加 情 報追 加 情 報
　当社は、確定給付企業年金法の施行に伴い、厚生年金基金の代行部分について、平成15年7月25
日に厚生労働大臣から将来分支給義務免除の認可を受けました。
　この結果、前中間会計期間において、特別利益として5,907百万円計上しています。
  また、当中間会計期間末日現在における返還相当額（最低責任準備金）は、12,605百万円です。

－－－－３７３７３７３７－－－－



ⅡⅡⅡⅡ 注記事項注記事項注記事項注記事項

　(中間貸借対照表関係)

(百万円) (百万円) (百万円)

1. 有形固定資産の減価償却累計額 76,645 74,090 75,151

2. 賃貸資産の減価償却累計額 1,391 1,389 1,372

3. 圧縮記帳
　取得価額から控除されている保険差益等の圧縮記帳額は次のとおりです。

建 物 52 52 52
そ の 他 8 8 8

4. 担保資産
担保に供している資産の額（簿価）
現 金 及 び 預 金 （定 期預 金） 500 700 500
(うち海外関係会社の借入の担保) ( 500 ) ( 700 ) ( 500 )

有　形　固　定　資　産
建 物 885 950 916
土 地 3,280 3,280 3,280
有 形 固 定 資 産 計 4,165 4,230 4,196
（ う ち 工 場 財 団 ） ( 4,165 ) ( 4,230 ) ( 4,196 )

合 計 4,665 4,930 4,696

上記に対応する債務
短 期 借 入 金 5,512 5,463 5,460

5. 偶発債務
保 証 債 務 残 高 4,428 7,555 5,560

－－－－３８３８３８３８－－－－

当中間会計期間末当中間会計期間末当中間会計期間末当中間会計期間末 前中間会計期間末前中間会計期間末前中間会計期間末前中間会計期間末 前事業年度末前事業年度末前事業年度末前事業年度末



　(中間損益計算書関係)

(百万円) (百万円) (百万円)

1. 営業外収益の主要項目
25 38 59
437 152 2,590

1,718 2,099 3,440

2. 営業外費用の主要項目
30 33 64
77 97 192

3. 特別利益の主要項目
－ 5,907 5,907

3,653 － －
      ※ 確定給付型の新企業年金制度への移行に伴うものです。

4. 特別損失の主要項目
1,066 1,449 2,596
696 － －

5. 法人税等の表示方法
　中間会計期間における税金費用については、簡便法により計算しているため、法人税等調整額相当額
は｢法人税、住民税及び事業税」に含めて表示しています｡

6. 減価償却実施額
1,791 1,967 4,012
268 212 463
32 37 73

有 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産
賃 貸 資 産

厚生年 金基 金代 行返 上益

退職給付過去勤務債務取崩益

退 職 給 付 引 当 金 繰 入 額

原 材 料 廃 棄 損

－－－－３９３９３９３９－－－－

当中間会計期間当中間会計期間当中間会計期間当中間会計期間 前中間会計期間前中間会計期間前中間会計期間前中間会計期間 前事業年度前事業年度前事業年度前事業年度

受 取 利 息

受 取 配 当 金

ロ イ ヤ リ テ ィ 収 入

支 払 利 息

商 品 及 び 製 品 等 廃 棄 損

※



　(リース関係)

(百万円) (百万円) (百万円)

1. リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
[ 借 手 側 ]
(1) リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び中間期末（期末）残高相当額

(器具備品等) (器具備品等) (器具備品等)

取 得 価 額 相 当 額 22,657 24,850 23,636
減価償却累計額相当額 12,722 13,368 13,295
中間期末(期末)残高相当額 9,935 11,482 10,341

(2) 未経過リース料中間期末（期末）残高相当額

1 年 内 4,218 4,640 4,383
1 年 超 5,942 7,116 6,208
合 計 10,161 11,756 10,591

　上記金額には、転リース先（販売会社）から回収する未経過リース料中間期末（期末）残高相当額が、
次のように含まれています。

1 年 内 1,720 1,926 1,810
1 年 超 2,410 2,930 2,534
合 計 4,130 4,856 4,344

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

① 支払リース料 2,589 2,812 5,492

　上記金額には、転リース先（販売会社）からの回収額が次のように含まれています。

1,122 1,225 2,390

② 減価償却費相当額 2,439 2,637 5,195

③ 支払利息相当額 127 154 292

(4) 減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっています。

(5) 利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を利息相当額とし、各期への配分方法につい
ては、利息法によっています。

2. オペレーティング・リース取引
[ 借 手 側 ]
未経過リース料

1 年 内 0 － 0
1 年 超 － － 1
合 計 0 － 1

－－－－４０４０４０４０－－－－

当中間会計期間当中間会計期間当中間会計期間当中間会計期間 前中間会計期間前中間会計期間前中間会計期間前中間会計期間 前事業年度前事業年度前事業年度前事業年度



（単位：百万円）

期    別  当 中 間 会 計 期 間 前 中 間 会 計 期 間 前 事 業 年 度

（16.4.1～16.9.30) （15.4.1～15.9.30) （ 15.4.1～16.3.31)

  品    目 金 額 構成比(％) 金 額 構成比(％) 金 額 構成比(％)

乳 製 品 39,625 50.4 40,833 49.8 79,307 50.4

ジュース・清涼飲料 25,456 32.4 23,415 28.5 43,779 27.8

化 粧 品 3,627 4.6 3,622 4.4 6,752 4.3

医 薬 品 5,806 7.4 9,330 11.4 18,181 11.5

そ の 他 4,040 5.2 4,836 5.9 9,446 6.0

合          計 78,557 100.0 82,037 100.0 157,466 100.0

－－－－４１４１４１４１－－－－

（（（（３３３３））））品 目 別 売 上 高 比 較 表品 目 別 売 上 高 比 較 表品 目 別 売 上 高 比 較 表品 目 別 売 上 高 比 較 表
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